
平成26年度事務事業一覧表 課名： 第１号様式

1 社会教育委員運営事業 ②

2 青少年指導員連絡協議会運営事業 -

3 社会教育総務運営事務事業 -

4 生涯学習推進事業 -

5 成人式開催事業 -

6 文化祭開催事業 -

7 生涯学習館維持管理事業 -

8 文化財保護事業 -

9 人権教育啓発事業 -

10 生涯学習館整備事業 ③

成人式の開催

文化祭の開催

生涯学習館維持管理

文化財保存管理、会議の開催

人権教育普及活動

生涯学習館耐震補強・改修工事、工事監理

対象外
項目番号

会議の開催、県社教連会議の出席

青少年指導員の会議、主催事業

生涯学習推進計画の進行管理

講座の開催

生涯学習課

事業
番号

事業名 内　　容
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２.事業の概要

■ □ □ □

直接事業費 (a)

(b)

Ｈ 26

①

②

①

②

①

②

平成 26 年度事務事業評価シート 第２号様式

１.評価対象事務事業 シート作成日 平成26年7月23日

事業名 青少年指導員連絡協議会運営事業 担当課・係名
生涯学習課
生涯学習係

総合計画実施計画事業
（認定番号・事業名） － 事 業 番 号 2

行革大綱実施計画事業
（細目コード・事業名） － 事業開始年度 －

目的
（何のために）

  地域で青少年の健全な育成活動を積極的に推進するため

対象
(誰を・何を)

  県、町で委嘱した青少年指導員で構成する青少年指導員連絡協議会

内容

  県、町で委嘱した青少年指導員に必要な指導、助言及び諸活動の計画・運営に当たる。青少年指導員
連絡協議会として、主催事業を実施し、町主催事業に協力。定員１８名、現在委嘱人数１２名。任期２
年。定例会１２回、研修会１回以上、社会環境実態調査１回、青少年指導員だより年２回発行、主催事
業年２回開催。

根拠法令・条例等   神奈川県青少年保護育成条例、大磯町青少年指導員設置規則

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位 平成24年度
（決算）

平成25年度
（決算見込）

平成26年度
（予算）

482 447 523

国庫支出金 千円

県支出金 千円 67 56 74

起債 千円

その他 千円

一般財源 千円 415 391 449

職員人数（概算職員数） 人 0.35 0.5

人 件 費 計 千円 2,145 3,064

総事業費 (a)+(b) 千円 482 2,592 3,587

事業費内訳
 報酬：324千円　  報償費：20千円  　旅費：14千円　  需用費：165千円

年度

事
業
費

千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
単位

平成24年度
（実績値）

平成25年度
（実績値）

平成26年度
（見込み又は計画値）

（ 指 標 名 ）

対象指標 青少年指導員 人 12 12 12

(対象者数等） 大磯町民(4月1日基準) 人 32,587 32,625 32,523

活動指標 青少年指導員 人 12 12 12

（活動量） 活動事業数 回 14 13 14

成果指標
（達成度等）

自主事業参加者 人 156 165 165
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４.事務事業の評価

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

□ □ ■ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成27年度事業への取組み状況（改善内容等）
 青少年指導員連絡協議会主催事業数を2回から3回に増やす。
 事業内容については青少年指導員連絡協議会定例会にて早期決定する。

妥
当
性

・実施主体
は妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由

　実施主体は青少年指導員である。

・実施手段
は妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　毎年、工夫を凝らした事業展開である。

成
果

・意図した
成果が得ら
れている
か。

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　事業の参加者から、毎年楽しみにしているとの意見がきかれ、団体のPR及び青少年の健全育成に
大きく寄与している。

効
率
性

・コストに
対して効率
的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　指導員のボランティアで活発な活動がされている。

・コストの
削減等を
図ったか

図った 図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　事務局の物品を適宜使用するなどして効率の良い運営を行っている。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要 　指導員の創意工夫と熱意、協力
によって事業を展開している。

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　（平成 27 年度以降）

①　改革・改善への取り組み

　予算面での支援について検討する。

②　平成27年度に着手する事項

　青少年指導員連絡協議会の主催事業の早期企画と予算化。

③　その他（課題、調整事項等）

　なし。
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２.事業の概要

■ □ □ □

直接事業費 (a)

(b)

Ｈ 26

①

②

①

②

①

②

平成 26 年度事務事業評価シート 第２号様式

１.評価対象事務事業 シート作成日 平成26年7月23日

事業名 社会教育総務運営事務事業 担当課・係名
生涯学習課
生涯学習係

総合計画実施計画事業
（認定番号・事業名） － 事 業 番 号 3

行革大綱実施計画事業
（細目コード・事業名） － 事業開始年度 －

目的
（何のために）

  社会教育活動の円滑な運営を図るとともに「大磯町生涯学習推進計画」の進行管理を行うため

対象
(誰を・何を)

  町民。大磯町生涯学習推進委員で構成する大磯町生涯学習推進会議

内容
　社会教育活動の円滑な運営を図る。社会教育関係各種会議等への出席、社会教育関係印刷物作成等。
「生涯学習推進計画」の進行管理を行う。

根拠法令・条例等   社会教育法

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位 平成24年度
（決算）

平成25年度
（決算見込）

平成26年度
（予算）

事
業
費

千円 496 297 306

国庫支出金 千円

県支出金 千円

起債 千円

その他 千円

一般財源 千円 496 297 306

職員人数（概算職員数） 人 0.45 0.55

人 件 費 計 千円 2,567 3,180

総事業費 (a)+(b) 千円 496 2,864 3,486

事業費内訳
 旅費：50千円　  需用費：118千円　　　役務費：138千円

年度

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
単位

平成24年度
（実績値）

平成25年度
（実績値）

平成26年度
（見込み又は計画値）

（ 指 標 名 ）

対象指標 大磯町民(4月1日基準) 人 32,587 32,625 32,523

(対象者数等）

活動指標 生涯学習推進会議 回 1 2

（活動量）

成果指標
（達成度等）

生涯学習推進計画A評価事業延数 事業 58 64
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４.事務事業の評価

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

□ □ ■ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成27年度事業への取組み状況（改善内容等）

妥
当
性

・実施主体
は妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由

　大磯町生涯学習推進会議要綱に基づき会議を開催している。

・実施手段
は妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　大磯町生涯学習推進会議構成員により会議を実施している。

成
果

・意図した
成果が得ら
れている
か。

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　「大磯町生涯学習推進計画」の進行について適切に管理されている。

効
率
性

・コストに
対して効率
的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　生涯学習推進会議構成員により会議運営されている。

・コストの
削減等を
図ったか

図った 図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　会議の開催回数を年2回としている。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要 　「大磯町生涯学習推進計画」に
基づき、順調に管理している。

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　（平成 27 年度以降）

　大磯町生涯学習推進会議による「大磯町生涯学習推進計画」の進行管理を行い、要望や課題を整理
し事業へのフィードバックについて議論する。

①　改革・改善への取り組み

　生涯学習活動の周知方法について検討する。

②　平成27年度に着手する事項

　大磯町生涯学習推進会議により「大磯町生涯学習推進計画」の進行管理を行う。

③　その他（課題、調整事項等）

　なし。
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２.事業の概要

■ □ □ □

直接事業費 (a)

(b)

Ｈ 26

①

②

①

②

①

②

平成 26 年度事務事業評価シート 第２号様式

１.評価対象事務事業 シート作成日 平成26年7月23日

事業名 生涯学習推進事業 担当課・係名
生涯学習課
生涯学習係

総合計画実施計画事業
（認定番号・事業名） － 事 業 番 号 4

行革大綱実施計画事業
（細目コード・事業名） － 事業開始年度 平成11年度

目的
（何のために）

　町民の多様な学習意欲に対応するため、生涯学習の推進と自主学習の活動援助を図る。

対象
(誰を・何を)

　町民。生涯学習グループ、PTA、子ども会等の団体

内容
　各種講座・教室の開催、サロン・ド・カルチャー制度、小中学校ＰＴＡ家庭教育学級への補助支援、
家庭教育、青少年教育、青少年被災地体験学習、高齢者教育、合併60周年記念事業等の社会教育を推進
する。

根拠法令・条例等 　社会教育法、大磯町単位子ども会事業費補助金交付要綱

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位 平成24年度
（決算）

平成25年度
（決算見込）

平成26年度
（予算）

2,880 2,749 3,794

国庫支出金 千円

県支出金 千円

起債 千円

その他 千円

一般財源 千円 2,880 2,749 3,794

職員人数（概算職員数） 人 0.35 0.5

人 件 費 計 千円 1,574 2,493

総事業費 (a)+(b) 千円 2,880 4,323 6,287

事業費内訳 　報酬：1,210千円　　共済費：17千円　　報償費：800千円　　旅費：13千円　　需用費：55千円
役務費：734千円　　使用料及び賃借料：485千円　　負担金補助及び交付金：480千円

年度

事
業
費

千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
単位

平成24年度
（実績値）

平成25年度
（実績値）

平成26年度
（見込み又は計画値）

（ 指 標 名 ）

対象指標 社会教育指導員 人 1 1 1

(対象者数等） 大磯町民(4月1日基準） 人 32,587 32,625 32,523

活動指標 社会教育指導員 人 1 1 1

（活動量）

成果指標
（達成度等）

講座開催回数 回 36 35 36

サロン・ド・カルチャー団体数（上限15） 団体数 14 10 10
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４.事務事業の評価

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成27年度事業への取組み状況（改善内容等）
　サロン・ド・カルチャー事業を廃止し、生涯学習人材登録制度を生かした「人材活用講座」を実施
するとともに、町民による自主活動を支援する。

妥
当
性

・実施主体
は妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由

　学習機会、情報提供、人材育成を基幹とした事業展開、および団体に対する補助金や交付金によ
る支援についても、公益性、社会的需要、公正性が高い。

・実施手段
は妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　開催した各講座とも、ほぼ定員の申込参加者があることから、町民の学習要求に対し、的確に対
応できている。

成
果

・意図した
成果が得ら
れている
か。

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　開催した各講座とも、ほぼ定員の申込参加者がある。また受講後アンケート結果を元に講座テー
マを設定することにより、町民の学習要求に的確に対応できている。

効
率
性

・コストに
対して効率
的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　講師は、各専門委員会委員や人材登録者を中心に依頼している。

・コストの
削減等を
図ったか

図った 図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　必要最低限の経費のなかで事業を進めている。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要 　生涯学習のニーズを把握しなが
ら企画を進めていく。

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　（平成 27 年度以降）

①　改革・改善への取り組み

　事後のアンケート等をもとに次回以降の企画を検討していく。

②　平成27年度に着手する事項

　なし。

③　その他（課題、調整事項等）

　サロン・ド・カルチャー事業を見直し、平成27年度より新事業へ移行する。
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２.事業の概要

■ □ □ □

直接事業費 (a)

(b)

Ｈ 26

①

②

①

①

②

平成 26 年度事務事業評価シート 第２号様式

１.評価対象事務事業 シート作成日 平成26年7月23日

事業名 成人式開催事業 担当課・係名
生涯学習課
生涯学習係

総合計画実施計画事業
（認定番号・事業名） － 事 業 番 号 5

行革大綱実施計画事業
（細目コード・事業名） － 事業開始年度 －

目的
（何のために）

　新成人を祝い励ますとともに、成人自ら大人としての自覚を持ち、心豊かな生活を目指すことを願い
成人の日に成人式を開催するため。

対象
(誰を・何を)

　新成人（平成6年4月2日～平成7年4月1日生まれ）

内容
　町主催の式典である「成人式」と、新成人が自主的に企画・運営する「新成人記念のつどい」を行政
がバックアップしている。会場：大磯プリンスホテル国際会議場

根拠法令・条例等

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位 平成24年度
（決算）

平成25年度
（決算見込）

平成26年度
（予算）

831 846 946

国庫支出金 千円

県支出金 千円

起債 千円

その他 千円

一般財源 千円 831 846 946

職員人数（概算職員数） 人 0.45 0.45

人 件 費 計 千円 2,377 2,377

総事業費 (a)+(b) 千円 831 3,223 3,323

事業費内訳
　需用費：269千円　　役務費：18千円　　使用料及び賃借料：659千円

年度

事
業
費

千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
単位

平成24年度
（実績値）

平成25年度
（実績値）

平成26年度
（見込み又は計画値）

（ 指 標 名 ）

対象指標 新成人（町内） 人 262 272 300

(対象者数等）

活動指標 実行委員 人 9 7 10

（活動量）

成果指標
（達成度等）

参加者（町内） 人 217 207 240
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４.事務事業の評価

□ ■ □ □

□ ■ □ □

■ □ □ □

□ □ ■ □

□ □ ■ □

□ Ａ

■ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成27年度事業への取組み状況（改善内容等）
　平成26年度実行委員会での反省点を踏まえ、式典とティーパーティーの位置づけを検討する。
　財政的な部分を含め青少年に考えさせる場として、実行委員会を運営する。

妥
当
性

・実施主体
は妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由

　実行委員会形式で実施している。

・実施手段
は妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　教育委員会で行うべき事業か検討の余地がある。

成
果

・意図した
成果が得ら
れている
か。

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　毎年、県内市町村と比較して、高い参加率である。

効
率
性

・コストに
対して効率
的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　民間施設を賃借して行っている。

・コストの
削減等を
図ったか

図った 図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　会場として適当な施設がほかにない。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要 　実行委員会形式であるが、民間
施設を借りるため、多くの予算が
必要になっている。事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　（平成 27 年度以降）

①　改革・改善への取り組み

　式典とティーパーティーの位置づけや費用対効果を検証する。

②　平成27年度に着手する事項

　開催内容や実行委員募集のあり方について検討する。

③　その他（課題、調整事項等）

　なし。
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２.事業の概要

■ □ □ □

直接事業費 (a)

(b)

Ｈ 26

①

②

①

②

①

②

平成 26 年度事務事業評価シート 第２号様式

１.評価対象事務事業 シート作成日 平成26年7月23日

事業名 文化祭開催事業 担当課・係名
生涯学習課
生涯学習係

総合計画実施計画事業
（認定番号・事業名） － 事 業 番 号 6

行革大綱実施計画事業
（細目コード・事業名） － 事業開始年度 平成13年度

目的
（何のために）

　おおいそ文化祭の開催

対象
(誰を・何を)

　町民

内容
　各種サークル活動を行う団体を対象としたおおいそ文化祭、各地区で開催される地区文化祭、団体に
所属しない個人を対象としたおおいそ美術展を開催する。

根拠法令・条例等

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位 平成24年度
（決算）

平成25年度
（決算見込）

平成26年度
（予算）

590 563 664

国庫支出金 千円

県支出金 千円

起債 千円

その他 千円

一般財源 千円 590 563 664

職員人数（概算職員数） 人 0.65 0.55

人 件 費 計 千円 2,841 2,228

総事業費 (a)+(b) 千円 590 3,404 2,892

事業費内訳
　需用費：232千円　　役務費:54千円　　使用料及び賃借料：378千円

年度

事
業
費

千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
単位

平成24年度
（実績値）

平成25年度
（実績値）

平成26年度
（見込み又は計画値）

（ 指 標 名 ）

対象指標 大磯町民(4月1日基準） 人 32,587 32,625 32,523

(対象者数等）

活動指標 入場者数 人 2,136 1,824 2,200

（活動量） 参加団体数 団体 33 31 31

成果指標
（達成度等）

入場者数 人 2,136 1,824 2,200
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４.事務事業の評価

□ ■ □ □

□ □ ■ □

□ ■ □ □

■ □ □ □

□ □ ■ □

□ Ａ

■ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成27年度事業への取組み状況（改善内容等）
　開催日を町内の他の事業と重ならないようにし、来場しやすいようにする。

妥
当
性

・実施主体
は妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由

　平成21年度から運営委員会方式での開催となっており、町民が主体となった開催に移行しつつあ
る。

・実施手段
は妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　会場分散型の開催となっており、運営委員会からも一箇所での開催を希望する意見が出ているた
め検討が必要である。

成
果

・意図した
成果が得ら
れている
か。

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　会場分散型の開催に移行し来場者がやや減少している。

効
率
性

・コストに
対して効率
的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　会場は公共施設を使用しているため効率的に事業を行っている。

・コストの
削減等を
図ったか

図った 図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　これまでもコストの削除を行っており、大規模な削除は行えない。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要 　開催会場の検討や実施主体の自
立を促進する必要がある。

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　（平成 27 年度以降）

①　改革・改善への取り組み

　より町民主体での開催をできるような支援の仕方を考える。

②　平成27年度に着手する事項

　なし。

③　その他（課題、調整事項等）

　新たな開催会場の検討。
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２.事業の概要

■ □ □ □

直接事業費 (a)

(b)

Ｈ 26

①

②

①

②

①

②

平成 26 年度事務事業評価シート 第２号様式

１.評価対象事務事業 シート作成日 平成26年7月23日

事業名 生涯学習館維持管理事業 担当課・係名
生涯学習課
生涯学習係

総合計画実施計画事業
（認定番号・事業名） － 事 業 番 号 7

行革大綱実施計画事業
（細目コード・事業名） － 事業開始年度 平成10年度

目的
（何のために）

　町民の生涯学習活動機会提供のため会場となる生涯学習館の運営、維持管理を行う

対象
(誰を・何を)

　町民

内容 　使用者が生涯学習館を快適に使用できるように清掃等の各種委託を実施し、館の保守管理を行った

根拠法令・条例等

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位 平成24年度
（決算）

平成25年度
（決算見込）

平成26年度
（予算）

8,392 8,313 9,667

国庫支出金 千円

県支出金 千円

起債 千円

その他 千円

一般財源 千円 8,392 8,313 9,667

職員人数（概算職員数） 人 0.4 0.4

人 件 費 計 千円 1,690 1,690

総事業費 (a)+(b) 千円 8,392 10,003 11,357

事業費内訳 　共済費：53千円　　賃金：3,197千円　　需用費：2,504千円　　役務費：252千円　　委託
料：3,278千円　　使用料及び賃借料：383千円

年度

事
業
費

千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
単位

平成24年度
（実績値）

平成25年度
（実績値）

平成26年度
（見込み又は計画値）

（ 指 標 名 ）

対象指標 大磯町民(4月1日基準） 人 32,587 32,625 32,523

(対象者数等）

活動指標 使用者数 人 22,162 22,706 23,000

（活動量） 使用団体数 団体 715 762 770

成果指標
（達成度等）

稼働率（使用日数/開館日数） ％ 84.6 86.1 87.0

21-12



４.事務事業の評価

□ ■ □ □

■ □ □ □

□ ■ □ □

□ □ □ ■

□ □ ■ □

□ Ａ

■ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成27年度事業への取組み状況（改善内容等）
　館内照明設備の修繕を行う。

妥
当
性

・実施主体
は妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由

　町民の生涯学習活動を推進するために維持管理の必要がある。

・実施手段
は妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　公共性の高い事業のため教育委員会での管理が妥当と考えている。

成
果

・意図した
成果が得ら
れている
か。

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　使用登録者、使用人数とも増加している。また、各部屋の稼動率も上がっている。

効
率
性

・コストに
対して効率
的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　建設から40年以上が経過し、修繕箇所が増加しているため今後もコストの増加が見込まれる。

・コストの
削減等を
図ったか

図った 図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　日常的な管理は最低限のコストの中で維持管理を行っている。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要 　長期的な修繕計画の下、計画的
な修繕が必要と考えられる。

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　（平成 27 年度以降）

①　改革・改善への取り組み

　長期的な修繕計画の作成及び検討。

②　平成27年度に着手する事項

　来館者が安心して使用できる施設環境を整える。

③　その他（課題、調整事項等）

　なし。
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２.事業の概要

□ ■ □ □

直接事業費 (a)

(b)

Ｈ 26

①

②

①

②

③

①

②

平成 26 年度事務事業評価シート 第２号様式

１.評価対象事務事業 シート作成日 平成26年7月23日

事業名 文化財保護事業 担当課・係名
生涯学習課
生涯学習係

総合計画実施計画事業
（認定番号・事業名） － 事 業 番 号 8

行革大綱実施計画事業
（細目コード・事業名） － 事業開始年度 －

目的
（何のために）

　文化財の保存、調査、普及

対象
(誰を・何を)

　町内文化財

内容 　文化財専門委員の委嘱、指定文化財等の調査

根拠法令・条例等 　文化財保護法、神奈川県文化財保護条例、大磯町文化財保護条例

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位 平成24年度
（決算）

平成25年度
（決算見込）

平成26年度
（予算）

3,247 4,142 3,640

国庫支出金 千円

県支出金 千円

起債 千円

その他 千円

一般財源 千円 3,247 4,142 3,640

職員人数（概算職員数） 人 0.45 0.55

人 件 費 計 千円 2,377 2,990

総事業費 (a)+(b) 千円 3,247 6,519 6,630

事業費内訳 　報酬：152千円　　共済費：3千円　　賃金：782千円　　報償費：36千円　　需用費：324千円　　委
託料：1,362千円　　原材料費：8千円　　負担金補助及び交付金：973千円

年度

事
業
費

千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
単位

平成24年度
（実績値）

平成25年度
（実績値）

平成26年度
（見込み又は計画値）

（ 指 標 名 ）

対象指標 指定・登録文化財 件 45 45 45

(対象者数等） 埋蔵文化財包蔵地 件 175 175 175

活動指標 指定文化財への交付・補助 件 26 30 25

（活動量） 埋蔵文化財の窓口照会 件 410 544 540

埋蔵文化財試掘調査 件 9 13 10

成果指標
（達成度等）

指定・登録文化財保護件数 件 45 45 45

埋蔵文化財保護件数 件 175 175 175
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４.事務事業の評価

■ □ □ □

□ □ ■ □

□ ■ □ □

□ ■ □ □

□ □ ■ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成27年度事業への取組み状況（改善内容等）
　文化財保存団体と協力し、利活用を図っていく。

妥
当
性

・実施主体
は妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由

　必要に応じて専門家による意見をいただき、保護の推進が図られている。

・実施手段
は妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　埋蔵文化財に関し、開発事業の増加に伴い、試掘調査、立会い調査の対応に苦慮している。

成
果

・意図した
成果が得ら
れている
か。

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　文化財保存団体に対し、保存管理奨励交付金を交付し、団体等との聞き取りを進め、実情に沿っ
た保護に努めている。

効
率
性

・コストに
対して効率
的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　文化財保存団体の協力により、実情に沿った保護がされている。

・コストの
削減等を
図ったか

図った 図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　突発的な事象のない限り、予算内で納められるように努力している。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要 　埋蔵文化財の問い合わせが毎年
増え、試掘の件数も増加している
ため。事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　（平成 27 年度以降）

①　改革・改善への取り組み

　事務分担の見直しや人員の必要性について検討する。

②　平成27年度に着手する事項

　事務分担の見直しや人員の必要性についての検討を行う。

③　その他（課題、調整事項等）

　文化財所有者・管理者と保存・活用について調整する。
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２.事業の概要

■ □ □ □

直接事業費 (a)

(b)

Ｈ 26

①

②

①

②

①

②

平成 26 年度事務事業評価シート 第２号様式

１.評価対象事務事業 シート作成日 平成26年7月23日

事業名 人権教育啓発事業 担当課・係名
生涯学習課
生涯学習係

総合計画実施計画事業
（認定番号・事業名） － 事 業 番 号 9

行革大綱実施計画事業
（細目コード・事業名） － 事業開始年度 平成13年度

目的
（何のために）

　人権問題に対して正しい認識と理解を深め、人権感覚を育てるため

対象
(誰を・何を)

　町民

内容

　①人権教育担当の社会教育指導員（１名）を配置
　②人権教育講演会の開催
　③各種の研修会への参加
　④啓発物品の作成・配布（バラエティ反射シール500個）

根拠法令・条例等

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位 平成24年度
（決算）

平成25年度
（決算見込）

平成26年度
（予算）

1,439 1,435 1,516

国庫支出金 千円

県支出金 千円

起債 千円

その他 千円

一般財源 千円 1,439 1,435 1,516

職員人数（概算職員数） 人 0.35 0.35

人 件 費 計 千円 1,764 1,764

総事業費 (a)+(b) 千円 1,439 3,199 3,280

事業費内訳
　報酬：1,210千円　　共済費：17千円　　報償費：50千円　　旅費：41千円　　需用費：183
千円　　負担金補助及び交付金：15千円

年度

事
業
費

千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
単位

平成24年度
（実績値）

平成25年度
（実績値）

平成26年度
（見込み又は計画値）

（ 指 標 名 ）

対象指標 社会教育指導員 人 1 1 1

(対象者数等） 大磯町民(4月1日基準） 人 32,587 32,625 32,523

活動指標 社会教育指導員 人 1 1 1

（活動量） 研修会等参加数 回 27 24 25

成果指標
（達成度等）

人権教育講演会 人 75 70 80

人権問題職員研修会 人 － 28 －
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４.事務事業の評価

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

□ □ ■ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成27年度事業への取組み状況（改善内容等）
　人権研修会等で得た情報を共有するとともに周知に努める。

妥
当
性

・実施主体
は妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由

　人権教育担当である社会教育指導員を置いている。

・実施手段
は妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　町職員に対する人権教育の充実にも努めた。

成
果

・意図した
成果が得ら
れている
か。

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　人権教育講演会参加者のアンケートで高評価を得ている。

効
率
性

・コストに
対して効率
的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　社会教育指導員が受講した研修での最新の情報をもとに人権教育を実施している。

・コストの
削減等を
図ったか

図った 図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　参加費が必要な研修は精査し、啓発物品も単価・個数の検討を十分に行っている。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要 　継続的な人権教育の充実を図っ
ていく。

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　（平成 27 年度以降）

①　改革・改善への取り組み

　国や県の動き、社会のニーズなどを十分に把握していく。

②　平成27年度に着手する事項

　なし。

③　その他（課題、調整事項等）

　なし。
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